


2007年 3 月、沖縄にて飯島が撮影。沖縄県民は米軍や米軍人
による犯罪、事故、騒音や米軍山火事などの環境破壊の被害を
受け続けている。

　安倍自公政権は、辺野古への新基地建設が沖
縄の「基地負担の軽減」になるとも主張してい
ます。本当でしょうか？
　沖縄では、米軍人による犯罪が多発していま
す。「日米地位協定」では、「公務外」の米軍人
の犯罪の第 1次裁判権は日本が持ちます。しか
し最近、米兵の犯罪について、できる限り起訴
しないとの密約を日米両政府が交わしたことが
明らかになっています。その影響もあり、米軍
人などによる強盗や強姦などの犯罪はほとん
ど日本では裁判にかけられていません。
1950年代、アメリカ海兵隊が駐留していた岐

阜県の各務原基地周辺では、米兵による殺人、
強姦事件などの凶悪犯罪が相つぎ、女性がいる
職場では男性がガードするような状況もありま
した。米軍は出て行けとの運動が各務原周辺で
起こり、米軍は移転しましたが、その移転先が
沖縄でした。その沖縄では米兵による殺人、強
姦、強盗などが相次いでいます。さらに沖縄で
は、米軍による事故、米軍山火事などの環境破
壊が日常化し、米軍機によるあまりにひどい騒
音のため、睡眠不足、高血圧、妊娠中毒などの
状態になる沖縄市民もいます。沖縄にこうした
負担をかけ続けることを、私たちは認めても良
いのでしょうか？

飯島　滋明（名古屋学院大学准教授・憲法学）

　悲惨や戦争から70年が経ちましたが、沖縄に
は未だに多くの米軍基地が居座り続けています。
そして今、安倍政権がさらに名護市辺野古へ新
たな米軍基地建設を強行しています。なぜ83％
の県民が反対しているにもかかわらず強行に基
地建設を推し進めるのでしょうか。私たち県民
は、何度も数万人規模の県民大会やすべての自
治体首長、議長名で「建白書」をしたため政府
に訴えてきました。また、新基地建設が争点に
なった昨年の名護市長選挙、知事選挙そして衆
議院選挙において、圧倒的民意を示して来まし
た。国の強行策は沖縄差別としか言いようがあ
りません。沖縄の軍事基地化は県民を愚弄する
ものです。辺野古キャンプ・シュワブゲート前
では、昨年 7月から座り込み行動による抗議と
新基地建設阻止の取り組みが行われ、全国から
も多くの仲間が県民と一緒に座り込み行動に

参加しています。また。海上ではカヌーや抗議
船による抗議行動が行われ海上保安庁やゲー
ト前での県警機動隊の弾圧に屈せず行動を行
っています。新基地建設の計画地・大浦湾は、
大型のサンゴ群落やジュゴンなどの北限であり、
沖縄本島でも数少ない世界に誇る自然保護上き
わめて重要な海域です。
　こうしたなか、翁長知事が埋立承認を取り消
しましたが、政府は行政不服審査法を勝手に解
釈し、一時執行停止をするなど違法な行為を繰
り返しています。立憲主義と民主主義を否定し、
強権的な安倍政権は許せません。沖縄と日本の
未来は米軍基地を造ることではなく、あらゆる
戦争に繋がる軍事基地をなくすことです。
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国の傲慢な基地押し付け「基地負担の軽減」？


